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01/ 会社概要

ミ ッ シ ョ ン

事 業 / ビ ジ ネ ス 概 要

競 争 優 位 性 ① ス ト ッ ク 収 益 に よ る 安 定 収 益 の 積 み 上 げ

競 争 優 位 性 ② 変 化 す る 市 場 環 境 へ の 対 応 力

競 争 優 位 性 ③ 拡 大 の た め の パ ー ト ナ ー 開 拓 ・ 支 援 の ノ ウ ハ ウ

競 争 優 位 性 ④ 実 力 の あ る 人 材 が 活 躍 で き る 制 度

会 社 概 要



ミッション
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オフィスと生活に新たな未来を。

私たちは、「提案力」「技術力」「サポート力」の3つの強みで、情報通信システム、

セキュリティシステム、インターネット環境、省エネルギーサービス等のご提案を行

い、お客様の見えない課題を見つけ出して解決します。

オフィスのインフラを支え、安心で快適な生活環境づくりに貢献すること、それが私

たちエフティグループの使命です。



01/ ストック商材の事業・ビジネス概要
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- 環境商材などの継続率が高く、定期的な収入の見込める自社商材を提供
- 販売の多くは、パートナーによる販路が占める

03/ 環境商材

節水装置 / LED照明レンタルなど

01/ インフラ商材

小売電力 / 光回線 / UTMサーバーなど

02/ 集客商材

LINE集客支援 / SNS促進支援など

継続率
の高い

ストック商材

パートナー

パートナー数

138社

パートナーによる獲得比率

99％

顧客

法人顧客数

7.6万社

個人顧客数

19.1万人



02/ ショット商材の事業・ビジネス概要
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- NTT社のパートナーとして、通信商材を展開

顧客

法人顧客数

9.3万社
パートナー

パートナー数

134社

パートナーによる獲得比率

30％

NTTグループ

売上
の大きい

ショット商材

年間取引高

8年連続1位

※2020年度時点

NTT東西

特約店第1位に贈られる
ベストパートナー賞

8年連続1位

ビジネスホン販売賞
IT関連商材賞
複合機販売賞

※2020年度時点

NTT東日本

2020年度
情報機器特約店

第2位

優秀賞
データ系商材販売賞

複合機販売賞
ビジネスフォン販売賞

専売店舗推進賞
※2020年度

NTT西日本
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競争優位性① ストック収益による安定収益の積み上げ
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ストック売上の推移

百万円

全体売上の

68.0%が

ストック収益に

ストック収益とは？

お客様に継続して提供するサービスによる毎月の利用

料等から、サービス提供にかかる原価・費用等を除い

た利益です。

安定性について

エフティグループのストック収益は、光回線や小売電

力などのインフラに関わるサービスによるものです。

そのため、解約されづらく、継続の長さも安定性の一

つになっています。

- ストック収益の拡大方針。売上全体の60%以上に増加。



競争優位性② 変化する市場環境への対応力
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2013

2016

2020

2021

なぜ対応していけるのか？

法人顧客17万社、個人顧客19万人の顧客基盤を有しており、定期的な

サポート体制やパートナーとの連携により、いち早く顧客の「ニー

ズ」を把握できる体制を構築しています。

顧客

法人顧客数

17万社

個人顧客数

19万人

サポート

ニーズ

パートナー

パートナー数

272社

東日本大震災後の節電需要の
増加に伴い

LED照明の販売開始

累計出荷数

322万本

※2022年3月時点

・・・

電力自由化に伴い、

電力小売事業に参入

顧客数

20万件

※2022年3月時点

・・・

コロナ拡大に伴い、

空気浄化装置の販売開始

累計販売数

3,375台

※2022年3月時点

・・・

市場環境や顧客ニーズに合わせた

新ストック商材の企画・開発を継続



競争優位性③ 拡大のためのパートナー開拓・支援のノウハウ
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パートナー開拓・支援の強み
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「商材・サービス」だけではなく、「販売していくための仕組みやノ

ウハウ」を有していることが、パートナー数の拡大に寄与しています。

また、自社で実践した販売のノウハウをリアルタイムに共有する仕組

みによって、年々パートナーによる獲得比率が増加傾向にあります。

パートナー

パートナー数

272社

商材・サービス

販売のための仕組みやノウハウ
※営業研修やノウハウ共有など

単位：社

単位：件



競争優位性④ 実力のある人材が活躍できる制度

01/一般社員

02/リーダー

03/マネージャー

04/独立

- 結果を出した優秀な人材を評価する制度により、実力のある人材がステップアッ
プしやすい環境を構築しています。

エフティグループの人事制度

結果を出した人材を積極的に評価し、責任者として輩出する

人事制度を運用しています。

そのため、優秀な人材ほど任される範囲も広くなり、より大

きな成果が出しやすい仕組みになっています。

最終的には、パートナーとしての独立も支援しています。

10



会社概要
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会社名 株式会社エフティグループ

本店所在地 東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目13番6号

設立日 1985年8月1日

代表者名
代表取締役会長 畔柳 誠
代表取締役社長 石田 誠

資本金 1,344百万円 ※2022年3月31日現在

従業員 連結396名 ※2022年3月31日現在

拠点
直営営業サービス 21拠点
フランチャイズ店 38拠点
コールセンター 5拠点

●直営営業サービス

21拠点 ●フランチャイズ店

38拠点
●コールセンター

5拠点



02/ 2022年3月期トピック

ス ト ッ ク 売 上 が 順 調 に 増 加

電 力 調 達

子 会 社 株 式 を 譲 渡

東 証 新 市 場 区 分 「 ス タ ン ダ ー ド 市 場 」 を 選 択

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 拡 大 の 影 響 は 軽 微

【 補 足 】 連 結 子 会 社 株 式 の 譲 渡 に つ い て



2022年3月期トピック

01/ ストック売上が順調に増加

○ 売 上 ・ 保 有 件 数 が 順 調 に 増 加
○ 小 売 電 力 サ ー ビ ス 通 期 売 上 2 3 2 億 円

前 年 同 期 対 比 1 3 9 . 4 ％
○ S N S 促 進 ・ 集 客 支 援 サ ー ビ ス の 獲 得 数

が 増 加 し 売 上 増 加 に 寄 与
○ 回 線 サ ー ビ ス 、 節 水 サ ー ビ ス も 引 き 続 き

堅 調 に 推 移

03/ 子会社株式を譲渡
○ 2 0 2 2 年 2 月 に 連 結 子 会 社 で あ っ た 株 式 会 社

エ フ テ ィ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ の 全 株 式 を
譲 渡

○ ス ト ッ ク 収 益 拡 大 を 方 針 と し て 選 択 と 集
中 を 進 め る

○ 連 結 子 会 社 で あ っ た 2 社 の 株 式 を 譲 渡 済
株 式 会 社 シ ー ・ ワ イ ・ サ ポ ー ト
株 式 会 社 エ フ テ ィ ビ ジ ネ ス Ｓ ＆ Ｓ

02/ 電力調達

○ 全 供 給 量 に 対 す る 固 定 価 格 取 引 約 1 5 ％ を
確 保

○ 取 引 価 格 の 変 動 リ ス ク ヘ ッ ジ の た め 引 き
続 き 固 定 価 格 取 引 の 拡 充 に 取 り 組 む

○ 固 定 価 格 取 引 の 拡 充 に 取 り 組 む も 取 引 条
件 を 慎 重 に 精 査 し た 上 で 決 定 す る 方 針
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05/ 新型コロナウイルス感染拡大
の影響は軽微

○ オ ミ ク ロ ン 株 の 影 響 は あ る も 軽 微
○ オ ン ラ イ ン で の 営 業 活 動 ・ 研 修 や テ レ

ワ ー ク の ノ ウ ハ ウ を 蓄 積
○ 引 き 続 き 感 染 防 止 に も 配 慮 し た 営 業 活 動

を 実 行

04/ 東証新市場区分
「スタンダード市場」を選択

○ ス タ ン ダ ー ド 市 場 の 上 場 維 持 基 準 の 適 合
に 向 け た 計 画 書 を 開 示

○ 流 通 株 式 比 率 の 増 加 に 取 り 組 み つ つ 企 業
価 値 の 向 上 に 努 め る



【補足】連結子会社株式の譲渡について
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今後の方針について

2016年3月期以降は、光回線サービス「ひかり速ト

ク」、節水装置「ＪＥＴ」、小売電力サービス「エフ

エネでんき」「ＦＴでんき」等、月額課金型の自社ス

トックサービスの企画・開発・販売・コンサルティン

グに注力し、ストック収益を拡大することによって安

定した収益構造へ変革を図っております。引き続き、

ストック収益拡大を方針として、事業の選択と集中を

進めて参ります。

- 連結子会社エフティコミュニケーションズ社の全株式を譲渡。譲渡益は 32億円。
- 譲渡後もパートナーとして取引・協業関係は継続してく見込みであり、連結子会

社から外れたことによる影響は軽微。
- 引き続きストック収益の拡大に向けて、事業の選択と集中を進めて参ります。

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

ストック売上 ショット売上

売上の推移

百万円

ストック収益

拡大



03/ 2022年３月期業績

全 体 業 績 （ 通 期 ）

全 体 業 績 ｜ セ グ メ ン ト 内 訳 （ 通 期 ）

セ グ メ ン ト 別 業 績 ① ｜ ネ ッ ト ワ ー ク イ ン フ ラ 事 業 （ 通 期 ）

セ グ メ ン ト 別 業 績 ② ｜ 法 人 ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 （ 通 期 ）

セ グ メ ン ト 別 業 績 ③ ｜ そ の 他 事 業 （ 通 期 ）

B S （ 通 期 ）



全体業績（通期）
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45,887

41,329

20/3期 21/3期 22/3期

売 上 収 益 ※

単位：百万円、件

5,338
4,556

3,121

916

927 3,262 

20/3期 21/3期 22/3期

営 業 利 益 ※

3,681

3,145

20/3期 21/3期 22/3期

ス ト ッ ク 収 益

97,942

103,487

20/3期 21/3期 22/3期

獲 得 件 数

- 契約獲得件数が順調に推移しストックサービスの保有顧客数も増加
- 電力取引価格の高騰が営業利益・ストック収益に影響
- 子会社株式譲渡益が営業利益増加に大きく寄与

45,241

6,383

1,405

99,184

※ セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 収 益 及 び 振 替 高 消 去 後 ※ 営 業 利 益 グ ラ フ 上 段 数 値 は 「 子 会 社 株 式 譲 渡 益 ・ 事 業 譲 渡 益 等 」

6,254

5,483



全体業績｜セグメント内訳（通期）
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売 上 収 益 ※ 営 業 利 益 ス ト ッ ク 収 益 獲 得 件 数

16,729
20,805

26,613

20,119

19,210

19,313

10,295
2,015

24

20/3期 21/3期 22/3期

■ネットワークインフラ事業 ■法人ソリューション事業 ■その他事業

1,556
809

3,662
4,182

7,766

1,443

825

4

20/3期 21/3期 22/3期

三かk

2,756
2,168

1,382

920

969

964

0

0

0

20/3期 21/3期 22/3期

77,346
83,984 82,565

14,116

15,099 15,592
6,480

4,404
1,027

20/3期 21/3期 22/3期

- ネットワークインフラ事業：前年同期比で売上増加も営業利益は赤字
- 法人ソリューション事業 ：前年同期比で増収増益と好調に推移

単位：百万円、件

※ セ グ メ ン ト 間 の 内 部 売 上 収 益 及 び 振 替 高 を 含 む

▲1,021



セグメント別業績①｜ネットワークインフラ事業（通期）
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16,729

20,805

20/3期 21/3期 22/3期

売 上 収 益

1,556

809

20/3期 21/3期 22/3期

営 業 利 益

2,756

2,168

20/3期 21/3期 22/3期

ス ト ッ ク 収 益

77,346

83,984

20/3期 21/3期 22/3期

獲 得 件 数

- 小売電力サービス売上232億円、前年同期比139.4％
- 営業利益の赤字はJEPXでの電力取引価格高騰が大きく影響
- 光回線サービス、節水装置サービス等は収益源として安定
- 役職員への独立支援や既存代理店のサポート強化により代理店からの取次件数増加

26,613

▲1,021

1,382

82,565

単位：百万円、件



セグメント別業績②｜法人ソリューション事業（通期）
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20,119
19,210

20/3期 21/3期 22/3期

売 上 収 益

3,662
4,182

20/3期 21/3期 22/3期

営 業 利 益

920 969

20/3期 21/3期 22/3期

ス ト ッ ク 収 益

14,116
15,099

20/3期 21/3期 22/3期

情 報 通 信 ・ 環境サ ービス
契 約 数

- 情報通信関連商品・環境関連商品の販売が引き続き堅調に推移
- 情報通信機器に関連したストックサービスのクロスセルを強化
- 子会社株式譲渡益32億円を除いた営業利益前年同期比107.6％

19,313

7,766

964

15,592

単位：百万円、件

3,662
4,182

4,540

3,226



セグメント別業績③｜その他事業（通期）
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10,295

2,015

20/3期 21/3期 22/3期

売 上 収 益

1,443

825

20/3期 21/3期 22/3期

営 業 利 益

0 0

20/3期 21/3期 22/3期

ス ト ッ ク 収 益

6,480

4,404

20/3期 21/3期 22/3期

獲 得 件 数

- 前期に連結子会社であったアレクソン社・アローズコーポレーション社の株式を
譲渡したことで売上収益・営業利益は大幅に減少

24 4 0
1,027

単位：百万円、件



BS（通期）
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単位：百万円

- 約定弁済によって現預金残高及び有利子負債残高が減少
- 子会社株式譲渡に伴い各資産・負債が減少

子会社株式譲渡に伴う
減少

2021年3月期

年度末
2022年3月期

年度末
増減 前年対比増減

現金・現金同等物 12,775 8,309 △ 4,466 △35.0%

営業債権・その他債権 13,337 16,310 2,973 22.3%

有形固定資産 1,364 685 △ 679 △49.8%

使用権資産 1,384 597 △ 787 △56.9%

その他金融資産 3,044 2,394 △ 650 △21.4%

契約コスト 5,880 4,495 △ 1,385 △23.6%

40,507 34,265 △ 6,242 △15.4%

営業債務・その他債務 5,326 4,168 △ 1,158 △21.7%

有利子負債（流動） 10,629 6,138 △ 4,491 △42.3%

有利子負債（非流動） 5,587 3,136 △ 2,451 △43.9%

24,616 15,759 △ 8,857 △36.0%

資本金・資本剰余金 2,544 2,544 0 0.0%

利益剰余金 14,639 17,253 2,614 17.9%

自己株式 △ 1,294 △ 1,294 0 0.0%

15,890 18,504 2,614 16.5%

負債合計

資本合計

区分

主な資産

資産合計

主な負債・資本

借入金の返済、配当金
支払いによる減少

・・・

金融機関からの借入金
返済による減少

商材のポートフォリオや
収益性の見直しによる

償却増加



04/ 2023年3月期 業績予想

全 体 業 績 （ 通 期 ）

ス ッ ト ク 売 上 推 移



全体業績（通期）
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- 電力取引価格の予測は困難であることから高騰した水準が続くと仮定した見積り
- 積み上げた保有顧客に対するアップセルの取り組みにも比重をおく
- 引き続き新たなストックサービスの企画・開発を進める

単位：百万円

区分
2022年3月期

実績
2023年3月期

業績予想
前年対比 前年対比

売上収益 45,241 40,000 ▲5,241 88.4%

営業利益 6,383 4,000 ▲2,383 62.7%

売上高営業利益率 14.1% 10.0% - -

親会社所有者帰属当期利益 4,814 2,600 ▲2,214 54.0%
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ストック売上推移

- 22年3月末現在68.0%のストック売上比率を引き上げる方針
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05/ 株主還元

配 当 方 針 ・ 配 当 実 績



配当方針・配当実績
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- 配当の基本方針は、配当性向50％を目途に、内部留保及び将来の事業展開等を
総合的に勘案した上で決定としております。

- 2022年3月期配当：中間28円、期末予想35円、年間予想63円
- 2023年3月期は電力取引価格高騰の影響で減益となる見込みを考慮して予想
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本資料に関するご注意
本資料に記載の内容は、過去及び現在の事実に関するものを除き、当社が現時点で入手可

能な情報及び仮説に基づいて判断されたものであり、当該仮説や判断に含まれる不確定要

素や、将来の経済環境の変化等により影響を受ける可能性があり、結果として当社および

当社グループの将来の業績と異なる可能性があります。

なお、本資料における将来情報に関する記述は上記のとおり本資料の日付（またはそこに

別途明記された日付）時点のものであり、当社は、それらの情報を最新のものに随時更新

するという義務も方針も有しておりません。

また、本資料に記載されている当社ないし当グループ以外の企業等にかかわる情報は、公

開情報等から引用したものであり、かかる情報の正確性・適切性等について当社は何らの

検証も行っておらず、また、これを保証するものではありません。本資料利用の結果生じ

たいかなる損害についても、当社は一切責任を負いません。


